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1. はじめに 

 大学・高専における鋼構造関連科目の履修内容をより良

いものに改善し、教育機関が輩出する人材と企業が期待す

る人材とのミスマッチを防ぐことを目的として、著者らは

これまで全国大学のシラバス調査や、企業・行政機関への

アンケート調査を実施してきた。シラバス調査の結果、鋼

構造関連科目は｢構造力学｣や｢コンクリート構造学｣等と

比較して重要な科目との位置づけがなされていない実態

が明らかとなった1,2)。また、企業・行政機関へのアンケー

ト調査の結果、大学・高専で学んできて欲しい学習項目、

仕事上の必要性・重要性の高い学習項目、及び両者の相関

関係が明らかとなった3,4)。 

 本研究では、鋼構造関連科目のうち設計や実務に近い学

習項目に着目し、発注者・行政機関のニーズ、民間会社の

ニーズをより詳細に分析した。同時に全国大学シラバス調

査のデータに基づいて、大学でのそれらの学習項目の扱い

について集計を行った。それらに基づき、教育機関におけ

る重視すべき学習項目を提案する。 

 

2. アンケート調査の概要 

 平成22年～23年度に亘り、鋼構造関連企業、コンサルタ

ント、行政機関等に対して、大学・高専で学ぶ鋼構造関連

科目や企業内での社員研修についてなどに関するアンケ

ート調査を行った3,4)。アンケートでは、｢数学｣、｢力学基

礎・構造力学｣、｢FEM｣、｢動的問題｣、｢設計論・実務｣の5

つの大分類に属する合計60の学習項目を提示し、それぞれ

に対して、 

 問1：大学等でどの程度学んできて欲しいか。 

 問2：仕事上どの程度必要となるか。 

 問3：社員研修等でどの程度学ぶか。 

 問4：今後どの程度重視するか。 

等の設問を設定した。これらの設問に対し、5段階評価(5=

必要性・重要性が高い、1=必要性・重要性が低い)による

回答が得られている。 

 本研究では、60の学習項目のうち、企業や行政機関にお

ける実務に結びつきの強い｢設計論・実務｣に属する20項目

(表－1の｢学習項目｣参照)に焦点を絞り、ニーズの分析を

行うものとする。 

 

3. シラバス調査の概要 

 平成24年度に実施した調査2)により、国公立37大学の鋼

構造関連科目のシラバスを入手している。シラバスには、

その科目の基本的な情報(科目名、開講学期、授業形態、

必修選択の別、単位数、担当教員名等)のほか、授業の目

的、到達目標、授業計画、成績評価方法等が明記されてい

る。本研究では、これらのシラバスの｢授業の目的｣・｢授

業計画｣を精査し、上記のアンケート調査で取り上げた学

習項目が扱われているかを調査した。 

 シラバスの調査により、授業内容を知ることができるが、

大学によってシラバスの書き方にかなりの違いが見られ、

学習項目が明確になっていないケースもあった。例えば、

｢溶接接合｣、｢ボルト接合｣の学習項目に対し、シラバスで

は｢鋼の接合方法｣とだけしか記載されていないケースが

あった。この場合は、溶接接合とボルト接合を扱っている

ものと解釈した。しかし、そのような解釈、推定が困難な

場合は、扱われていないものとみなした。 

 また、検討する学習項目は第2章と同様、表－1に示され

た｢設計論・実務｣に属する20項目とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 調査結果と考察 

 アンケート調査の結果及びシラバス調査の結果を図－1

に示す。図中の■、▲、●は、アンケートの問1の設問(大

学等でどの程度学んできて欲しいか＝行政・企業から大学

への要望の程度)に対する回答の平均点(左の縦軸)を表し

 表－1 ｢設計論・実務｣の学習項目と評価 
 

学習項目 評価 

設計荷重 ◎ 

鋼材の機械的性能 ◎ 

許容応力度設計法 ◎ 

限界状態設計法 ◎ 

性能照査型設計法 ◎ 

鋼桁橋の設計計算 ○ 

溶接接合 ○ 

ボルト接合 ○ 

鋼床版 △ 

腐食 ○ 

疲労 ○ 

景観設計 △ 

外国の設計法 △ 

ＬＣＣ ○ 

複合構造合成構造 ○ 

震度法 ○ 

保耐法 ○ 

CAD による製図 ○ 

手書きによる製図 △ 

技術者倫理 ◎ 
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ている。また、黄色の棒グラフは、シラバス調査により判

明した、大学で扱われている割合(右の縦軸)を表している。

例えば、｢鋼材の機械的性能｣は37大学中75%の大学で学ば

れていることを意味する。 

4.1 行政・企業からの要望 

 行政・発注者、鋼構造関連企業、コンサルタントの三者

に共通していることは、｢設計荷重｣～｢許容応力度設計法｣

の3項目で高い要望がある点である。これは鋼構造物を設

計する上で必須の項目とされているためと考えられる。

｢限界状態設計法｣、｢性能照査型設計法｣もこれらに続いて

高い要望となっている。 

 一方、｢外国の設計法｣、｢手書きによる製図｣の要望は高

くない。グローバル化の時代と良く言われるが、鋼構造の

分野ではその方向には向いていないことが分かる。製図に

関しては、CADが主流となり、手書きは重視していない傾

向が読み取れる。 

 鋼構造関連企業とコンサルタントは、ほぼ同様の傾向で

あることが分かるが、行政・発注者は、他の2つと大きく

異なる学習項目がある。｢鋼床版｣、｢腐食｣、｢疲労｣におい

て、行政・発注者の要望が高くなっているが、橋梁管理者

として維持管理上これらの知識の必要性が高いと判断し

たためと思われる。また、LCCの要望も高く、発注者側の

コスト意識の高さが読み取れる。更に、｢震度法｣、｢保耐

法｣もかなり高くなっているが、老朽化構造物の耐震性向

上が管理者としての重要な関心事になっていると推測で

きる。 

4.2 大学での扱われ方の特徴 

 図－1の棒グラフより、大学で扱われている割合の高い

学習項目は、｢鋼材の機械的性能｣、｢溶接接合｣、｢ボルト

接合｣、｢景観設計｣、｢技術者倫理｣である。このうち前者3

つは｢鋼構造学｣等の名称の講義科目が開講されていれば、

ほぼ間違いなく扱われている学習項目である。後者2つは

鋼構造関連科目で学ぶ訳ではなく、独立した科目として存

在してるケースが殆どであった。以上の項目は、行政・企

業の要望を満たしていると言える。 

 一方、｢許容応力度設計法｣、｢限界状態設計法｣、｢性能

照査型設計法｣、｢鋼床版｣、｢LCC｣、｢複合構造・合成構造｣、

｢保耐法｣は、大学で扱われる割合が低く、行政・企業の要

望を十分に満たしていない可能性がある。 

 

5. ニーズに基づく学習項目の重要度 

 以上の調査結果から、設計・実務に関する学習項目の重

要度を表－1の右の欄のように与えた。ここで、◎は必ず

扱うべき重要度の高い学習項目、○は◎の次にニーズが高

く、扱うべき学習項目、△はニーズが低いため状況に応じ

て扱いを判断して良い学習項目である。 

 

6. おわりに 

 鋼構造関連科目のうち、設計論・実務に属する20項目に

関して、アンケート結果及びシラバス調査結果を分析した。

その結果、ニーズの低い｢鋼床版｣、｢景観設計｣、｢外国の

設計法｣、｢手書きによる製図｣の学習項目は、必ずしも扱

わなくてよいと判定した。今後の授業計画を策定する際に

参考になると思われる。 

 なお、本研究の実施に当たり(社)日本鉄鋼連盟から助成

金が交付された。ここに厚く御礼を申し上げる次第である。 

 

参考文献 

1)佐藤太裕, 外5名：全国主要大学と道内国立大学のシラ

バス調査による構造系科目開講状況の現状分析, 土木学

会北海道支部論文報告集第66号, A-8, 2010. 

2)小室雅人, 外9名：シラバスによる構造系科目の開講状

況に関する実態調査, 土木学会北海道支部論文報告集第

69号, A-31, 2013. 

3)平沢秀之, 外6名：大学・高専の鋼構造関連科目に対する

企業ニーズ調査について, 土木学会北海道支部論文報告

集第67号, A-16, 2011. 

4)宮森保紀，外8名：大学・高専における鋼構造関連の学

習項目に対する技術者ニーズ調査, 土木学会北海道支部

論文報告集第68号, A-18, 2012. 

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

1

2

3

4

5

設
計
荷
重

鋼
材
の
機
械
的
性
能

許
容
応
力
度
設
計
法

限
界
状
態
設
計
法

性
能
照
査
型
設
計
法

鋼
桁
橋
の
設
計
計
算

溶
接
接
合

ボ
ル
ト
接
合

鋼
床
版

腐
食

疲
労

景
観
設
計

外
国
の
設
計
法

Ｌ
Ｃ
Ｃ

複
合
構
造
合
成
構
造

震
度
法

保
耐
法

C
AD

に
よ
る
製
図

手
書
き
に
よ
る
製
図

技
術
者
倫
理

大
学
で
扱
わ
れ
て
い
る
割
合

行
政
・
企
業
か
ら
大
学
へ
の
要
望
の
程
度

大学 鋼構造関連企業

行政・発注者 コンサルタント

図－1 行政・企業からの要望と大学教育の状況 
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